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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

件LPガス料金支援件数 578,593- 555,063‐ 県内消費者戸数（約60万戸）の90％を支援① 達成540,000↘
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R6年度

目標値

事業番号 07 04 03 事業改善シート（令和６年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・原油・原材料価格の高騰に直面する県内消費者の負担を軽減するため、これまでは電気料金、都市ガス料金の負担軽減策が実施さ

れてきたが、LPガス利用者に対しては支援が不十分な状況にある。

・中山間世帯が多い本県において、LPガスは利用率が高く（全世帯の7割）、重要なインフラであることから、県として料金の負担低減

策を講じることが必要である。

原油・原材料価格の高騰に苦しむ県内のLPガス利用者に対し、料金支援を実施し負担を軽減する。

①LPガス価格高騰対策

【第２弾】令和５年10月から令和６年５月までの使用料に対する支援（令和５年度からの繰越実施）

県内のLPガス一般利用者及び飲食店等の業務用利用者に対し、販売事業者を通じて、１契約当たり上限1,200円の料金支援の実

施。

【第３弾】令和６年８月から令和６年10月まで及び令和７年１月から令和７年３月までの使用料に対する支援

県内のLPガス一般利用者及び飲食店等の業務用利用者に対し、販売事業者を通じて、１契約当たり上限1,000円の料金支援の実

施。

E-mail sangi pref.nagano.lg.jp
事　業　名 LPガス価格高騰対策事業

部局 産業労働部

800,443 0 668,992 1,469,435 0 706,956 2.0

-

R5年度 0 0 2,696,638 2,696,638 0 1,741,996 2.0

R4年度 - - - 0 0 -

R6年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

①LPガス価格高騰対策

・令和５年10月～令和６年５月対象の第２弾について、令和６年11月～12月で555,063件の申請を受け付け上限1,200円料

金支援を実施。

・令和６年８月～12月および令和７年１月～３月対象の第３弾については、繰越対応により、令和７年５月～６月に上限1,000

円の料金支援を実施。

指標 ① LPガス料金支援件数 R5年度推移 ‐ R6年度推移 ↘ 達成状況 達成

県内にLPガスを販売している販売事業者を通じて支援を⾏い、目標値の540,000件を上回ることができた。

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

販売事業者を通じた料金支援のため、販売事業者が事業を活用しやすくするための取組が必要。

なお、第１弾において申請の負担が大きいとの販売事業者からの意見を受け、第2弾は⼿続きの一部を簡略化した。

(2) 事業改善の方策

販売事業者が積極的に事業を活用するよう、長野県LPガス協会と連携し引き続き周知に努める。



実施方法

補助金

LPガス価格高騰対策事業

No.

1

部局 産業労働部 課・室 産業技術課

令和６年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

LPガスの一般利用者及び飲食店等の業務用利用者に対して、販売事業者を通じ

て、使用料を割引き

　・第２弾：上限1,200円

　・第３弾：上限1,000円

補助件数：（第２弾）555,063件　（第３弾）令和７年９月事業完了予定

事　業　名 LPガス価格高騰対策事業

事業番号 07 04 03 細事業一覧（令和６年度実施事業分）

R4年度

決算額

706,9561,741,996-

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

LPガス使用料の負担軽減

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

1

細事業

No.

R6年度

決算額

R5年度

決算額
細事業名


